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 集計結果は、表 1 に示した通りである。概ね当初の予想通りの順位（選択肢の配列通りの
順序）になった選択肢（環境の変化）もあるが、当初の予想と異なる結果になった選択肢（環
境の変化）も幾つかある。まず、選択肢の 1.利用者のニーズは、予想通りの第 1 位であっ











法人を取り巻く環境の変化 回答件数 割合(％) 
利用者のニーズ 241 74.4 
社会・経済的情勢 230 71.0 
従業員の資質（熟練度・技術レベル・専門知識の度合い） 160 49.4 
当局の規定の改正 124 38.3 
資金の調達及び調達にかかるコスト 119 36.7 
サービス種類の構成割合 82 25.3 
競争相手の動向 76 23.5 
人口動態 50 15.4 
使用可能な施設 48 14.8 
為替変動 28 8.6 
ボランティアの質 15 4.6 
ボランティアの人数 12 3.7 
その他 28 8.6 
  （注） 集計可能な調査票 326 件、有効回答 324 件、欠損値 2 件、制限なしの複数回答。表中の割
合（％）は、有効回答 324 件に占める各項目件数の割合である。 
  （出所）筆者作成。以下の表も同様。 
 



















 集計結果は、当初の予測とは全く逆になり、社会・経済的情勢は回答件数第 2 位（230
件、回答割合 71.0％）と上位に入り、反対に、多くの非営利組織が選択するであろうと予測
していた「人口動態」は、第 8 位（回答件数 50 件、回答割合では 15.4％）であった。戦略や
事業計画を策定するときに、特に考慮する環境の変化として回答割合が 50％を超えたのは、





済的情勢の 2 つは、どちらも過半数は超えたものの、いずれの回答割合も 70％台止まりで
あり、90％を超えるような圧倒的な支持を集める環境の変化はなかった。 

































が、結果は、回答件数 82 件、回答割合 25.3％の第 6 位であった。5 分の 1 の法人が戦略、
事業計画を立てるときに特に考慮しているというということである。 





件数 48 件、回答割合 14.8％であった。経年劣化、陳腐化などによる設備の更新などであ
る。「競争相手の動向」と「使用可能な施設」はだいたい予想通りの順位であった。回答順






い環境の変化であろう。さらに、回答順位第 10 位は「為替変動」で、回答割合は 10％を
切って全体の 8.6％、回答件数でいうと僅か 28 件であった。燃料費等輸入商品の高騰など
は打つ手がないのか、あるいは為替変動を気に掛けなければならないような財産運用や海
外との取引をしていないということであろう。 
 回答順位第 11 位の「ボランティアの質」と第 12 位の「ボランティアの人数」は、両者
ともにほとんど無視してもよい回答割合であった。ボランティアの質が 15 件で回答割合
4.6％、ボランティアの人数が 12 件で回答割合 3.7％である。当初の予想では、ボランテ




































にやや関係が見られた。ボランティアの質との関係では、1935 年から 1939 年の 5 年間に
設立された法人、2005 年から 2009 年の 5 年間に設立された法人において、他の設立年と
比べてこの選択肢を選択することが多い。また、ボランティアの人数との関係では、1935
年から 1939年の 5年間に設立された法人、1950年から 1954年の 5年間に設立された法人、


























































































定型的または単純な業務で規模も小さく、考慮する必要がない。 47 17.2 










その他 59 21.5 
  （注） 集計可能な調査票 326 件、有効回答 274 件、欠損値 52 件、3 つまでの制限付き複数回答。
表中の割合は、有効回答 274 件に占める各項目件数の割合である。 
 
 表 1 の有効回答は 324 件であったが、表 2 では 274 件となったので、表 1「戦略・事業
計画を策定するときに特に考慮する環境の変化」で回答した法人のうち、約 84.6％の法人


















がない」がどちらも回答件数 47 件、回答割合 17.2％で同率 3 位であった。回答順位第 1





 続く第 4 位以下の戦略や事業計画を策定するときに環境の変化を考慮しない理由は、「日
常業務に追われ、時間的余裕がない」という選択肢が 45 件、回答割合 16.4％で第 4 位、
回答順位第 5 位は同率で 2 項目あり「収益の増加が見込めないため、人口動態の影響、経
験のない未熟なボランティアの増加にも対応できない」と「環境の変化を敏感につかみ取
り、その影響を判断できる優れた人材がいない」がいずれも 42 件、回答割合 15.3％であ
った。これらの回答順位第 4 位、第 5 位の 3 つの理由は、上位第 3 位までの 4 つの環境の
変化を考慮しない理由とは異なり、環境の変化が認識されているとしてもやむを得ずそれ







ができるので、環境変化を考慮する必要がない」で 8 件、回答割合 2.9％となっている。
赤字になっても何とかなるという状況下では環境対応するためのインセンティブは低い。 






















 さらに、回答順位第 2 位の「収入の水準が安定しているので、または収入金額が予測可























































































































28 13 9 
 
6 8 4 3 0 47 
日常業務に追われ、時
間的余裕がない。 
16 5 11 6 
 






21 5 5 8 13 
 





15 0 7 4 19 7 
 






4 2 2 3 0 0 2 
 
0 8 
その他 7 8 5 0 2 3 2 0 
 
59 
列合計 127 70 47 47 45 42 42 8 59 
 
（注） 有効回答は 274 件。表中で塗り潰している 3 箇所は選択肢同士でプラスの関連のある箇所、太
枠で囲っている 4 箇所は選択肢同士でマイナスの関連のある箇所である。同じ選択肢同士の組み
合わせなので、1 つの組み合わせにつき 2 回表示されている。関連のある 7 箇所について、それ

































第 1 位 組織目的に直接関係のある個別事業 
第 2 位 政府自治体の補助金の増加が見込まれる公益事業 
第 3 位 会費収入の増額が見込まれる自主事業 
第 4 位 利益率の高い収益事業 
第 5 位 建前は格好のよい公益事業 
第 6 位 効率性の悪い公益事業 
第 7 位 その他 
      （注） 集計可能な調査票 326 件、有効回答 156 件、欠損値 170 件、順位回答。 
 
 本設問は、回答に応じてくれた法人数が極端に少なかった。集計可能な調査票が 326 件
あるが、有効回答は 156 件と 50％に満たなかった。仮定の話とはいえ、選択肢の内容を見
て、順位を付けにくかったものと思われる。第 1 位、第 2 位の順位だけを付け、他の選択
肢は空欄など部分的にしか優先順位を付けていない回答が非常に多く、欠損値が増えたこ
とも影響している。 
















































社会の反感を買う事業 297 96.1 
風俗的な事業 296 95.8 
利益率が非常に低い事業 70 22.7 
利益率が非常に高い事業 62 20.1 
その他 17 5.5 
   （注） 集計可能な調査票 326 件、有効回答 309 件、欠損値 17 件、制限なしの複数回答。表中の













 第 3 位、第 4 位の回答は、上位 2 つと比べて回答割合が一気に下がった。一般的に承認
できない収益事業の第 3 位は「利益率が非常に低い事業」、第 4 位には「利益率が非常に高
い事業」が入り、どちらも回答割合は 20％強である。承認できない収益事業として選択し





















内 容 回答件数 割合(％) 
計画したことはない 318 97.5 
やむを得ず、計画し、実施した。 5 1.5 
計画を立ててみたことがある。 3 1.0 







調査したところ、表 7 のような結果となった。322 件中、「財政上、必要なときのみ見直し
ている」と回答した法人が 224 件、約 7 割を占め、「一度承認された事業計画は見直しをし
ない」と回答した 32 件と合わせると、原則として事業計画は見直さないという法人が 8
割近くに上る。一旦策定された事業計画を見直すことに対して消極的なようである。なぜ
であろうか。 




回答した 66 の法人のうち 54 法人から見直しを行う期間に回答があった。54 件のうち、6
か月に 1 回見直しを行うという回答が最も多かった。26 件で約 5 割である。次に多かった
20 
 
のは、12 か月という期間で 15 件、27.8％である。これについては、会計年度、予算期間
が 1 年を超える法人があれば別であるが、単年度が 1 年とすれば、年 1 回事業計画、予算
編成をしている、毎年、次年度事業計画を策定し、事業計画を受けて予算を編成している
という意味で記入されたものと思われる。アンケート調査の質問文に、当該事業年度内に、
という文言を入れておけばよかったかもしれない。残りの回答は、3 か月に 1 回見直して
いるのが 7 件、13.0％、1 か月に 1 回見直しているのが 3 件で 5.6％、その他、5 か月、10





財政上、必要なときのみ見直している。 224 69.6 
定期的に見直している。 66 20.5 
一度承認された事業計画は見直しをしない。 32 9.9 
      （注） 集計可能な調査票 326 件、有効回答 322 件、欠損値 4 件、単一回答。 
 
表８ 表 7 で「事業計画を定期的に見直している」という 
 回答 66 件について、事業計画の見直しを行う期間 
期 間 回答件数 割合(％) 
6 か月 26 48.1 
12 か月 15 27.8 
3 か月 7 13.0 
1 か月 3 5.6 
5 か月 1 1.9 
10 か月 1 1.9 
18 か月 1 1.9 
合 計 54 100.0 




























 通常のマネジメントプロセスでは、環境の変化 → 戦略・事業計画 → 予算編成 → 実


























                                                  
(1) 伊藤哲朗「テロとの戦い→日本の備え:「事」が起きる前に法整備を」『産経新聞』2016
年 5 月 21 日、第 12 版、p.5。 
(2) アンケート調査の概要については、拙著「非営利組織におけるマネジメント・コントロ
ールの研究―予算行動の実態に関する調査票について―」全国公益法人協会『公益・一般
法人』No.799、2011 年、pp.58-68 を参照されたい。非営利組織を対象として 3,256 法人に
調査票を郵送し、約 1 割の法人から返答があり、うち集計可能な調査票は 326 件であった。
326 件の法的形態は、特例社団法人 36 件、特例財団法人 110 件、一般社団法人 24 件、一般
財団法人 34 件、公益社団法人 19 件、公益財団法人 93 件、その他 4 件である。なお、統計




(6) アンケート調査に回答した 326 法人のうち、非常勤職員としてボランティアを雇ってい
ると回答したのは僅かであった。無給のボランティア（すべて自弁）がいると回答した法
人は 6 法人、有給のボランティア（紹介料および交通費・弁当代など実費程度の金品支給）
がいると回答した法人は 4 法人であった。このうち 2 法人は重複している（無給のボラン
ティアも有給のボランティアも両方いると回答している）。アンケートに回答した法人の
うち集計可能な調査票 326 件、非常勤職員の人数に関する有効回答は 264 件、非常勤職員
23 
 
                                                                                                                                                             
の内訳（雇用形態）に関する有効回答は 219 件である。拙著「非営利組織の形態・規模か
ら見た人的資源の構造―アンケート調査より―」法政大学イノベーション・マネジメント
研究センター、ワーキングペーパーシリーズ No.161、2015 年、pp.14-15。 
(7) 「社団か財団か」と「利用者のニーズ」のクロス集計では、カイ 2 乗値 14.0757、自由度
1、有意確率 0.000 であり、財団法人で利用者のニーズを選択しているケースの調整済み残
差は 3.8、「社団か財団か」と「従業員の資質」では、カイ 2 乗値 4.603、自由度１、有意
確率 0.032、財団法人で従業員の資質を選択しているケースの調整済み残差は 2.1、「社団
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